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旧「満州」鞍山製鉄所の経営発展と生産技術

原料資源条件との関連を中心に

奈　　倉　　文　　二

との関連がとくに重要な意味を有したのである。
一　はじめに　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　そこで本稿の鞍山製鉄所の経営発展の考察に際し

現代世界鉄鋼業はソ連・日本・アメリカ・EC　　ては，生産技術の改善のあり方と原料資源条件と

の「4極構造」とはいえ，いわゆる「中進製鉄国」　の関連にとくに留意することとする。

の成長は目覚ましく，世界経済全体の動向におい　　　なお筆者は，満鉄・鞍山製鉄所時代（1933年5

てもNICs（新興工業国群）の発展が注目されてい　　月まで）の同所については，既に経済・経営史的

る。これら新興国の発展は先進国からの技術導入　　に考察した。そこでは言わば「発展」の側面を日

・技術援助によるところ大であるが，「技術移転」　　本鉄鋼業史上に果した役割との関連において強調
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）iTechnology　Transfer）が成功するか否かは，　　したが，他方で，主として1937年以降の戦時鉄鋼

言うまでもなくすぐれて当該国の歴史的社会的諸　　増産計画との関連において（騰言わば「限界」面を

条件（とくに産業・市場構造，原料資源，労働力　　重視する見解が支配的である。この両者の見解は

等の経済的諸条件）如何にかかっている。昨今，　　いかに接合するのか否か。こうした問題にi接近す

日本の戦前以来の「近代化」・「工業化」の経験が　　る上でも原料資源条件との関連における生産技術

脚光を浴びているのは，こうした背景に基づくも　　改善のあり方という本稿の中心的視角は重要な意
（1）

のである。　　　　　　　　　　　　　　　　　味を有するであろう。考察対象時期は，本稿の視

本稿の直接的検討対象は，旧「満州」　（中国東　　角との関連から貧鉱処理法の工業化（1926年）以

北部）鞍山製鉄所である。同所は，戦前日本帝国　　降とするが，上記研究状況との関連においては昭

主義の「大陸経営」と関連して，「満州」開発の　　和製鋼所・鞍山製鉄所成立（33年6月）以降37・

中核的役割を果した半官半民の国策会社満鉄（南　　38年頃までが主として問題となろう。

満州鉄道株式会社）により設立されたものであり，　　（1）国連大学『人間と社会の開発プログラム研究報

戦前日本鉄鋼業史において官営八幡製鉄所（1934　　　告：技術の移転・変容・開発　　日本の経験プロ

年以降半官半民の日本製鉄傘下）と並んで極めて　　　　ジェクト　』1978～83年，等。本稿の原型は当

重要な役割を果したことは周知の通りである。こ　　　初同プロジェクトの一環として構想された。筆者

こでとくに注意しておく必要があるのは，鞍山製　　　　は，アジア経済研究所・同プロジェクト受託チー

鉄所の場合，既に日本の「勢力圏」に入っていた　　　　ムの御協力のもとに元鞍山製鉄所関係者に御参集

半植民地「満州」に原料基盤を確保し，現地に直　　　　戴き，1982年4月，2回にわたり座談会を開催した

接資本を投下して成立した「原料資源立地型」製　　　　（出席者一覧は本稿末尾〔付記〕参照）。以下，本

鉄所であったことである。同所の設立・発展過程　　　　稿で同座談会の内容を利用する場合「座談会記録

においては，当時の先進鉄鋼業国ドイツ・アメリ　　　　1・U」と略す。「技術移転」の概念は未だ十分

カからの技術導入，八幡製鉄所等からの技術援助　　　確立したものではないが，さしあたり斎藤優『技

を受けるが，「技術移転」に際しては原料資源条件　　　　術移転論』文真堂，1979年等を参照。なお本稿で
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は資料表現等を除き年号は西歴を用いる。　　　　　当初予定の彪大な銑鋼一貫計画も中止を余儀なく

（2）拙著『日本鉄鋼業史の研究』近藤出版社，1984年，　されていた。その間，鞍山製鉄所は莫大な「欠損」

とくに第2章第3節。なお堀切善雄「鞍山製鉄所　　の連続であり，当時同所は「満鉄の癌」と呼ばれ

の生産技術」　（土地制度史学会関東部会報告，　　ていた程である。

1982年4月）は，1928年までの同所について貧鉱　　　同所の不振の最大要因は鞍山一帯の鉄鉱石の大

処理等の生産技術の未確立を強調された。　　　　　部分が貧鉱（含有鉄分30～4D％）であったことに

（3）松本俊郎「満州鉄鋼業と日本の総力戦体制（1）」　ある。したがって，同所の存立にとっては何より

（『岡山大学経済学雑誌』第13巻第2号，1981年8　　もまず貧鉱処理法の開発が課題とされた（もっと

月），同「満州五ヶ年計画期の鉄鋼増産計画（1　　も使用コークス問題も撫順炭のみでは粘結力不足

・H）」（同誌，第15巻第1・3号，83年6・ll月），　のため強粘結炭の配合が課題とされたのでその内

大竹慎一「鉄鋼増産計画と企業金融」（『経営史学』　容については後述する）。

第12巻第3号，1978年6月），等。　　　　　　　　　鞍山鉄鉱の大部分を占める貧鉱の多くは赤鉄鉱

で殆ど磁力を帯びていない。その爽雑物の殆どは
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　珪酸であり（「含鉄珪岩」と呼ばれる程），硬度二　鞍山製鉄所発展過程の概観的特徴

は極めて高いため破砕し難く，鉱石粒は細微であ

まず鞍山製鉄所の発展過程の概観的特徴を明ら　　った。つまり通常の選鉱法（比重選鉱法，磁力選

かにし，以下の検討課題をより明確にしておこう。　鉱法など）にとっては極めて悪条件を備えていた。

そこで，同所では独特な貧鉱処理法の開発が模索
（1）

1　満鉄・鞍山製鉄所　　　　　　　　　　　　　　され，成功を見た。即ち，梅根常三郎技師のもと

満鉄は鞍山一帯の鉄鉱床発見（1909年）直後よ　　に開発された「還元焙焼法」　（別名「磁化焙焼

り鞍山鉄鉱と自社の撫順炭を基本原料とする製鉄　　法」〉という貧鉱処理法である。鞍山製鉄所は，

業計画を企図していたが，鞍山製鉄所設立（1916　　この独特な貧鉱処理法の工業化を彪大な資本投下

年10月）に具体化するに至る前提条件としては鞍　　により実現した（1926年選鉱工場完成）。これによ

山一帯の鉄鉱採掘権の獲得を必要とした。即ち，　　り同年7月以降高炉2基同時操業が可能となり，

いわゆる「対華21ヶ条要求」に基づいて締結され　　銑鉄生産高は増大していく。つまり，貧鉱処理法

た「日支協約」　（1915年5月）付属「南満州二於　　の工業化は，以後の鞍山製鉄所の生産力発展の基

ケル鉱山採掘権二関スル交換公文」により，満鉄　　礎的条件として極めて重要な意義を有したのであ

は「中日合弁振興鉄鉱無限公司」を設立し，同公　　る。したがって，選鉱工場における貧鉱処理の工

司名義により鞍山一帯の鉄鉱採掘権を獲得した。　　程（焙焼・選鉱・焼結）と作業実績の具体的検討

鉄鉱採掘会社を日中合弁の別会社組織としたのは　　は以下の重要課題である。

日本側の単独採掘権は認められなかったからであ　　　なお，貧鉱処理法の工業化により，鞍山一帯の

る。したがって形式的には鉄鉱採掘は「振興鉄鉱　　鉄鉱石のうち大孤山貧鉱の採掘高が急増するが，

無限公司」において行い，満鉄・鞍山製鉄所は同　　大孤山貧鉱採掘の本格化に際しては新たな発破技

公司より使用鉄鉱石の供給を受けるという関係で　　術の採用を伴っていたので，その内容についても

あるが，実態は同公司は「満鉄とは異名同体」と　　後に検討する必要があろう。

言われる存在であった。　　　　　　　　　　　　　　鞍山製鉄所が不況下の連年欠損という時期に彪

鞍山製鉄所は第1次大戦期に日産200トン高炉　　大な資本投下により貧鉱処理法の工業化を実現し

（溶鉱炉）2基を建設し，1919年4月に操業を開　　得たのは，同所が国家資本系の満鉄傘下にあった

始した。しかし，大戦終了後の「鉄価下落」のも　　ことによるところ大であった。鞍山製鉄所の場合，

とでは1基のみの操業（2基相互補修）が続き，　　さらに「満鉄コンツェルン」としての特質を十全
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に発揮した諸方策が実施された。即ち，山本条太　　んとするものあった。満鉄は，この計画に基づき

郎満鉄総裁下の「鞍山製鉄所の更生策」である　　直ちに製鋼及び分塊工場設備をドイツのクルップ

（1927・28年実施）。その概要は，自社の石炭価　　及びデマーグ両社に注文した。しかし，この製鋼

格及び鉄道運賃を殆ど原価並み扱いとしたこと，　　計画認可直後，中国側の輸出税引き上げ声明に直

鞍山製鉄所の「水膨れ」資本（大戦期に建設した　　面して，山本満鉄総裁は，別箇の銑鋼一貫経営の

高価格設備）の徹底的切捨てなどである。これら　　製鉄所を設立する計画を樹立した（同年5月）。

の諸措置により同所の生産費低下と利益の計上　　即ち昭和製鋼所設立計画である。その内容は，本

（1927～29年度）が可能となった。しかも，満鉄　　社を京城，工場を新義州（朝鮮北部の「満州」と

は，他方で第3高炉（当時日本最大規模の500ト　　の国境沿い）とし，銑鉄50万トン，鋼塊57万トン

ン高炉）を建設し（28年1月着工，30年3月火入），　　を生産するという完全な銑鋼一貫計画である。そ

銑鉄年産28万トン計画を実現した。っまり，鞍山　　して，昭和製鋼所自体は同年7月4日設立された。

製鉄所は，1920年代後半から30年代初頭にかけて，　　しかし，その直後内閣交替により山本満鉄総裁は

貧鉱処理法の工業化に伴う高炉2基同時操業，大　　辞任し（後任仙石貢），浜口内閣は満鉄の投資・

胆な「更生策」，大規模第3高炉建設を相次ぎ実　　貸付，株式引受等を新たに政府の認可事項とした

施し，銑鉄生産高の増大をもたらすとともに，製　　ことにより，昭和製鋼所新義州工場建設計画は中

造銑鉄の品質改善をも実現する（この内容は後に　　止を余儀なくされ，以後工場設置位置をめぐり新

やや具体的に検討する）。こうした諸措置は「満　　義州・大連・鞍山等が比較検討されるとともに，

鉄コンツェルン」傘下であったが故に可能となっ　　各地域で激しい工場誘致運動が展開し，　「昭和製

たものであるとともに，日本市場にお』けるインド　　鋼所立地問題」として世論を賑わした。この間ド

銑鉄防遇という「製鉄国策」に沿うものだったの　　イツより購入した工場諸設備は大部分大連に到着
（1｝

である。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　しながら空しく待機となっていた。

（1＞鞍山製鉄所の発展過程に関する基本文献として　　　この「昭和製鋼所立地問題」は，　「満州事変」

は，鞍山製鉄所庶務課『鞍山製鉄所事業概観』　　の勃発（1931年9月）と「満州国」建国（翌32年

1930年，昭和製鋼所『昭和製鋼所綱要』（以下『綱　　3月）という客観情勢の変化により急展開を見せ

要』と略）1935年，同所『昭和製鋼所廿年誌』（以　　る。即ち，　「日満産業政策上及国防上」　「満州に

下r廿年誌』と略）1940年，満州製鉄鉄友会編『鉄　　製鋼事業実現の必要」が痛感され，軍部及び満鉄

都鞍山の回顧』1957年，同会編『満州製鉄小史』　　諸機関において従来の計画は白紙還元して検討さ

1971年，満鉄編『南満州鉄道株式会社十年史』　　れた（とくに満鉄経済調査会は「昭和製鋼所の事

1919年，同『第二次十年史』1928年，同『第三次　　業は鞍山に於て開始すべし」との計画を作成し関

十年史』1938年，等があるが，本項の満鉄・鞍山　　東軍に報告）。これを受けて昭和製鋼所及び満鉄

製鉄所時代の発展とその評価については，全て前　　・鞍山でも事業計画の変更が検討され，工場位置

掲拙著（とくに第2章第3節）による。　　　　　を鞍山にすること，その他所要事業費・生産能力

・製品品種・販売市場等の「主要基礎条件」を立案

2　昭和製鋼所・鞍山製鉄所の成立と銑鋼一貫計　　の上，「鞍山製鋼計画案」を決定した（同年9月）。

画の実現　　　　　　　　　　　　　　　　　　この「鞍山製鋼計画案」のうち「主要基礎条件」

満鉄・鞍山製鉄所は，既に第3高炉建設と並行　　については，関係各方面との意見調整もスムーズ

して「製鋼計画案」を立案し，日本政府の認可も　　であったが，残る問題は「内地輸入銑鉄・鋼片に

得ていた（1929年1月）。この製鋼計画は満鉄多　　対する関税と之に対する政府助成金の問題」であ
（2）

年の懸案であるが，中国輸入関税引Lげの動向に　　った。しかし，本問題は「日満ブロック化」が重

対処し，満州を含む中国における鋼材需要に応ぜ　　要国策となるという情勢のもとでは決定的な障害
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となる問題ではなかった。即ち，銑鉄については　　ち，弓長嶺鉄山（遼陽東方17～18km，3鉱区）を

32年6月の関税改正時点において「満州」銑鉄の輸　　獲得している（33年2月飯田延太郎より採掘権買

入については別途助成の手段が考慮されており，　　収，同年3月満日合弁弓長嶺鉄鉱無限公司設立）。

実施はやや遅れたものの，ほぼ関税引上げに見合　　弓長嶺の富鉱を製鋼工程で使用するためである。
（3）

う「満州製鉄業補助金」の増額措置が講ぜられた。　　　さて，「製鋼計画」に基づく製鋼圧延工場の建

この「銑鉄関税増差額」の補給は差当り満鉄・鞍　　設は順調に進捗し，1935年3月製鋼工場，4月鋼

山製鉄所に対して交付されるものであるが，昭和　　片並びに鋼材圧延工場が相次いで完成し，ここに

製鋼所・鞍山製鉄所に継承されることは前提とさ　　昭和製鋼所・鞍山製鉄所は待望の銑鋼一貫作業を

れた。鋼片についても，資料的に定かでないが，　　開始した。この銑鋼一貫作業開始に先立ち，34年

大蔵省との折衝の結果一定の助成金が交付される　　10月，昭和製鋼所は「第2期増産計画」を樹立し

ことになったため，計画書の一部を改定し，33年　　　（同年12月認可），翌35年4月建設に着手した。

4月改めて昭和製鋼所事業開始につき政府の認可　　その完成後の生産能力は銑鉄70万トン，鋼塊58万
（4）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「7）

を得た。　　　　　　　　　　　　　　　　　　トン，鋼材28万5千トンである。銑鋼一貫作業開

こうして鞍山製鉄所は，満鉄より33年5月末日　　始にあたっての生産技術上の改善，製鋼・圧延作

をもって分離されることとなり，6月1日をもっ　　業の特徴と作業実績は以下において検討されよう。

て昭和製鋼所・鞍山製鉄所が成立した（昭和製鋼　　　（1）前掲r綱要』9～10頁，前掲r廿年誌』7～14

所本社も京城から鞍山に移転，資本金1億円，払　　　頁，前掲r鉄都鞍山の回顧』17～19頁，前掲r満

込2500万円，全額満鉄出資，社長伍堂卓雄）。同　　　州製鉄小史』15～17頁，等。なお「立地問題」の

所成立直前の「製鋼計画」は，鞍山における製銑　　　本格的検討はここでは割愛するが，当時の文献の

能力40万トンを標準とし，これに既に準備してい　　　中で本問題に言及したものとして，田中貢r鉄鋼

た製鋼圧延設備を増設して鋼片20万トン，鋼材13　　　及機械工業』栗田書店，1931年，219～228頁，小

万3千トンを生産するというものである（成立直　　　島精一『日満統制経済』改造社，1933年，387頁，

後の「製鋼計画」は銑鉄45万トンを基礎として半　　　　とくに関東州案を主張したものとして篠崎嘉郎

製品を含む鋼材35万トンを生産する計画である）。　　　　r昭和製鋼所と関東州関税制度に就て』1929年

いずれにせよ，鋼材が比較的少量に抑えられ，銑　　　12月，同『昭和製鋼所私議』1930年4月，などが

鉄・鋼片の生産に重点が置かれたのは「日本に於　　　　ある。また，水津利輔『鉄鋼一代今昔物語』　（鉄

ける鉄鋼製造業及消費市場との関係」が考慮され　　　鋼短期大学出版部，1974年，89～96頁）も本問題
（5）

た結果である。即ち，昭和製鋼所は，元来満州を　　　を回顧している。

含む中国市場への鋼材供給を目的としていたとは　　（2）前掲『廿年誌』18～19頁。

いえ，現実の中国鋼材需要はさほど期待できず，　　　（3）前掲拙著，第4章第3節。

製品の大半は対日供給となるという予測のもとで，　　（4）前掲『廿年誌』19頁。なお，昭和製鋼所・鞍山

日本にお・ける鋼材市場での競合を回避することを　　　製鉄所成立と前後して，満州国の重要産業「一業

余儀…なくされたのである。屑鉄製鋼法を採用して　　　一社」方策に基づき，同所と本渓湖煤鉄公司との

いる国内の製鋼圧延メーカー（あるいは単純圧延　　　合同案が関東軍を中心に計画されたが，大倉財閥，

メーカー）の発展により，いわゆる「銑鋼アンバ　　　昭和製鋼所ともに態度決定に至らなかった（村上
ランス」がもたらされているという日本鉄鋼業の　　　　勝彦「本渓湖煤鉄公司と大倉財閥」　（大倉財閥研　　　　　　（6）

?ﾐ・昭和製鋼所の「製鋼計画」の内容が決定さ　　　第5章）。

排ことに注意しておこう・　　　　　　（5）前掲『廿年誌・・8－2・頁・

1なお，昭和製鋼所は銑鋼一貫作業の開始に先立　　　⑥前掲拙著，第3章第5節。
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（7）前掲r廿年誌』20頁。　　　　　　　　　　　　「振興公司」名義で採掘に当っていたが，満州国

鉱業法制定施行に伴い，昭和製鋼所は同公司名義

3　昭和製鋼所の増産計画と「満業」傘下への編入　　の11鉱区の租鉱権を取得した（37年3月）。また，

昭和製鋼所の銑鋼一貫生産は，1935年から37年　　弓長嶺鉄鉱の採掘権についても，満州鉱業開発会

にかけて，第2期増産計画の実現も相侯って軌道　　社（35年8月設立・採掘権取得）と租鉱契約（亀締

に乗るが，37年には一層の増産計画（第3期及び　　結し（37年4月），租鉱権者として採掘に当った・

第4期計画）を樹立する（同年3月及び12月日本　　　昭和製鋼所は，満州国法人への転換直後，更に

政府認可〉。その概要は，第3期計画は600トン　　重大な組織変更が生じた。即ち，満州国重工業の

高炉2基（年産40万トン）の銑鉄増産計画であり　　総合的開発及び統制確立のため，日産の満州への

（後700トン高炉2基，年産50方トンに変更），　　移駐と満州重工業開発株式会社管理法の公布・施

第4期計画は銑鉄年産50万トン（700トン高炉2　　　行（37年12月）により満州重工業開発株式会社
（5）

基），ルッペ（粒鉄）20万トン，鋼塊50万トン，　　　（満業）が設立され，昭和製鋼所も満業の指導・

鋼材30万5千トンである。両計画が完成すれば，　　統制のもとに置かれることになったのである。具

昭和製鋼所の累計年産能力は，銑鉄170万トン，　　体的手続きとしては，翌38年5月，満鉄の所有す

ルッペ20万トン，鋼塊108万トン，鋼材59万トン　　る昭和製鋼所株式200万株中110万株が満業に譲渡

という彪大なものとなる。ここで行論との関係で　　され，昭和製鋼所の取締役会長（6月新設）とし

注意しておくことは，第1に日本本国の「銑鉄飢　　て満業社長の鮎川義介が就任した。さらに，同年

饅」のもとで商工省の要請（いわゆる小川案から　　9月，昭和製鋼所の倍額増資（資本金1億円→2

伍堂案へ）を受けて銑鉄偏重の増産計画となった　　億円）にあたり，新株200万株全部を満業が引き受

ことであり，第2に本計画は「満州産業開発五ヶ　　けた結果，昭和製鋼所総株式400万株中満業持株
（6）

年計画」と密接に関連していることである。しか　　は310万株（全体の77．5％）となった。

も，重要なことは「五ヶ年計画」の立案・策定過　　　つまり，昭和製鋼所は満鉄傘下から満業傘下へ

程（36年秋から38年初頭）において日中戦争の勃　　移行したのである。満業傘下へ移行したことに伴う

発（37年7月）に直面し，「五ヶ年計画」の根幹　　昭和製鋼所・鞍山製鉄所の経営上の問題として，

を成す鉄鋼部門の拡充が急務とされ，昭和製鋼所　　行論との関係で注意しておくべきことは，原料炭

第4期計画の銑鉄年産50万トン（700トン高炉2基）　問題が後に深刻化する要素が発生したことである。

は当初「五ヶ年計画」第3年度（39年度）に予定　　即ち，撫順炭鉱は引き続き満鉄に残されたため，

されていたものが，第3期計画の高炉2基と同様，　　昭和製鋼所は自社の原料炭を失ったことを意味し，

である。そして，製銑設備は「異常の速度を以て」　　掌握した特殊会社満州炭鉱株式会社（満炭）と満
建設された（38年9月から39年2月にかけて相次　　業との関係が円滑でなかったことであ（る㌔

ぎ完成）。したがって昭和製鋼所の製銑部門は一　　　なお，昭和製鋼所は，その後39年6月には株式会

挙に肥大化し，ここに以後の製銑並びにその原料　　社昭和製鋼所法に基づき特殊会社に改組された。

部門の困難性が伏在してたことが推察されるが，　　同法によれば，会社役員の選任及び解任，定款の

この点は行論において明らかにされよう。　　　　　変更，利益金処分，社債の募集並びに会社の合併

次に，昭和製鋼所の経営組織上の変化について　　及び解散の決議は全て満州国の認可を必要とした

付言すると，同社は1937年12月，日本国法人から　　が，他方，社債の発行は払込資本金の2倍まで可
（8）

満州国法人へ転換し満州恩会社法その他一切の　能となることなどの特典を有していた・

満州国法規のもとに置かれた。なおこれに先立ち，　　（1）前掲松本「満州五ヶ年計画期の鉄鋼増産計画」。

鉄鉱採掘部門の組織変更が行われた。即ち，従来　　　　「満州産業開発五ヶ年計画」の立案・策定過程に
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ついては，原朗「1930年代の満州経済統制政策」　　　鉄鉱埋蔵量は，1920年頃の調査では鞍山一帯で

（満州史研究会『日本帝国主義下の満州』御茶の　　概算7億トンであったが，34年頃の調査では20億

水書房，1972年），同「『満州』にお・ける経済統制　　2千万トン，これに弓長嶺の約7億トンを加える

政策の展開」（安藤良雄編『日本経済政策史論』　　と27億2千万トンという莫大な量である。ただし，

下，東京大学出版会，1976年）。鉄鋼部門との関連　　その殆どは貧鉱である。満鉄・鞍山製鉄所操業当

については，村上勝彦「本渓湖煤鉄公司発展の概　　初は，東西鞍山，桜桃園，王家量子，大弧山より

要（3）」（『東京経大学会誌』114号，1979年12月）。　　二次的に生成した富鉱（及びやや成分の劣る「並

（2）前掲『廿年誌』21頁。　　　　　　　　　　　　鉱」）を採掘・使用していたが，貧鉱処理法の工

（3）前掲『廿年誌』22頁。　　　　　　　　　　　　業化以降は大弧山貧鉱の採掘が圧倒的になり，29

（4）前掲『廿年誌』2頁，20頁。　　　　　　　　　年以降の富鉱の採掘は僅かに王家塗子のみとなり，
（2）

（5）詳しくは，前掲原朗「『満州』にお・ける経済統　　他は富鉱の残量少なく暫し休山された。

制政策の展開」，等。　　　　　　　　　　　　　大弧山貧鉱の採掘は露天掘りで行われたが，そ

（6）前掲『廿年誌』22頁。　　　　　　　　　　　　の本格化に際しては液酸発破法（液体酸素爆薬に

（7）前掲原朗「『満州』における経済統制政策の展　　よる発破法）が開発・採用された。液体酸素爆薬

開」。なお』，日満商事設立（1936年10月，満鉄商　　とは液体酸素を可燃性物質に吸収させ点火させる

事部，満炭営業部，撫順炭販売会社合併）以降　　　と可燃性物質が瞬間的に爆発状態になるという原

昭和製鋼所による撫順炭購入並びに製品販売の大　　理を応用したものである。鞍山製鉄所（大弧山露

部分は同社を経て行われ（内地向け鋼片，鞍山関　　天掘）において特徴的だったのは，可燃性物質と

係会社分のみ直販），37年12月以降は全て同社経　　してコークス副産物のタール蒸溜の残渣であるア

由（銑鉄は同社を経て銑鉄共販に）となるが（昭　　ンスラセンを原料とする特殊な煤煙を用いたこと

和製鋼所『製鉄事業報告書』康徳4－1937年度，　　にある。この液酸発破法は，地山を崩壊させる坑

同『株式会社昭和製鋼所概要』1938年1月），日　　道発破（大割発破）に使用されただけでなく，大

満商事と満業との関係も不円滑であった（同上原　　塊鉱石を小割する覆土発破（小割発破）にも用い

朗論文）・　　　　　　　　　　　　　　　　　られた。この方法は久留島秀三郎の発明によるも

（8＞また，同社は「ジェネラル・モーゲージ」によ　　ので，開発当初こそ危険であったが（とくに後者

る社債発行（社債債権者は会社財産に対し優先弁　　の覆土発破），漸次改良後安全となり，安価で（と

済を受ける権利を有す）を満州国で初めて採用（前　　くに煤煙が言わば廃物利用のため）爆破力強力な
（3）

掲『廿年誌』22頁）。　　　　　　　　　　　　　ため盛んに採用された。

液酸発破法による大弧山露天掘の効率化は鉄鉱
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　原価の低廉化に大きく貢献した。即ち，大弧山貧三　生産工程と作業実績　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鉱のトン当り採掘原価は，採掘当初の1．1円から

（4）

1　鉄鉱採掘一とくに大弧山貧鉱の露天掘と効　　30年頃には0．5円前後と半減し，さらに第1表に

率化一一　　　　　　　　　　　　　　　　　見るごとく，35・36年には0．3円にまで低下した

前述のごとく，昭和製鋼所は満鉄・鞍山製鉄所　　のである。採掘量も銑鉄・焼結鉱増産に伴って増

時代から振興鉄鉱無限公司名義で鞍山一帯の鉄鉱　　大し，とくに後述の第2・第3選鉱工場建設に伴

採掘権を獲得していた。即ち，東鞍山，西鞍山，　　って急増した。もっとも，それらに使用される原

大弧山，桜桃園，王家墜子，関門山，小嶺子，鉄　　鉱石は選鉱工場の能率向上・原価低廉化のため予

石山，白家塗子，一担山，嘉子山（新関門山），　　め大弧山において100mm以下に破砕されるので（こ
（1）

眼前山の12鉱区である。これに加えて昭和製鋼所　　れを「第2貧鉱」と呼ぶ），採掘原価は従来の貧

・鞍山製鉄所成立直前に弓長嶺鉄山を買収した。　　鉱よりもその分だけ高価につく。なお，38年以降
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第1表　　鉄鉱石採掘量及び原価の推移　　　　　　　　　　採掘量1千トン（千トン未満四捨五入）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位｛原価、ト．当，円

大孤山貧鉱 大孤山第2貧鉱〔1） 王家量子富鉱② 弓　長嶺富鉱

採掘量 原　　価 採掘量 原　　価 採掘量 原　　価 採掘量 原　　価

1930（昭和5） 503 0．55
｝ 一

169 2．71 ｝ 一

31（〃6） 531 0．46 一 一
145 2．52 一 一

32（〃7） 670 0．63 一 一
142 2．93 一 一

33（〃8） 714 0．32 一 一
132 3．50 一 一

34（〃9） （820） （0．41）

一 一
（110） （3．73）

一 一
778 0．38 118 3．81

35（〃10） （1，400） （0．25） （480） （0．44） （100） （4．06） （120） （4．96）

1，081 0．30 310 0．51 110 4．42 121 5．28

36（〃11）
（1，440）1，348 （0．27）0．29 （480）531 （0．47）0．56 （90）102 （1：lll （200）261 （4．75）4．72

37（康徳4） （2，050） （0．33） （1，071） （0．55） （100） （5．39） （360） （4．25）

1，810 0．36 822 0．66 102 6．71 424 4．43

38（〃5） （2，196） （0．46）（0．65） （972） （0．73）（0．96） （203） （6．57）（7．88） （654） （4．36）（4．64）

1，757 0．54　0．91 803 0．88　1．11 212 5．99　8．05 736 4．73　5．36

39（〃6） （1，789） （0．84）（1．22） （790） （1．62）（2．08） （226） （8．07）（9．35） （950） （5．31）（5．65）

1，252 1．23　1．75 566 1．77　2．81 165 9．2610．24 823 5．96　6．63

40（〃7） （723） （1．30） （377） （2．05） （50） （10．30） （390） （5．95）

上半期 716 1．12 307 1．62 55 10．30 401 5．73

出典）1933年までは（昭和製鋼所）業務課「業務管理資料」1934年4月（一橋大学所蔵「水津資料」B－1－9）。
34年以降は「主要製品生産高並工場原価趨勢表」（「水津資料」A－1－3）。

注）　（）内は予算（予定）。38・39年度原価欄左側は上期，右側は下期。

（1）大孤山第2貧鉱とは，第2・第3選鉱工場に送られる以前に大孤山において100mm前後に破砕された鉱石を言う。
（2）原資料では，33年までは単に「富鉱」となっているが，29年以降王家塗子以外の富鉱は採掘を中止していること，

34年以降は「桜桃園富鉱」となっているが，桜桃園鉱区の富鉱は採掘休止中であり，桜桃園採鉱所管轄の王家量子鉱

区の富鉱採掘と解されること，の二点から「王家塗子富鉱」と表記した。

なお，昭和製鋼所『作業統計』康徳6年度（1939年度）の数値は年度によりやや異なり，39年にはこのほかに貧鉱

として弓長嶺5千トン，桜桃園263千トン，西鞍山145千トン，東鞍山32千トンの記載がある（原価表示はなし）。

採掘高の停滞・減少，原価の上昇が見られること，　　　に試採掘権を，次の3鉱区は21年に採掘権を獲得

とりわけ採掘高が予定高に比してのみでなく絶対　　　　（同書2頁）。

量としても減少を見せることは鞍山製鉄所の以下　　　（2）前掲『廿年誌』29頁。前掲『綱要』14頁。

の生産工程に重大な影響を与えることを行論との　　（3）液体酸素製造機械はハイランド式（能力1時間

関係で注意しておこう。　　　　　　　　　　　　　270kg）・リンデ式（1時間50kg）各1基である。

また，富鉱について補足しておくと，後述の製　　　液酸発破法の特許取得は康徳4（1937）年である

鋼工場の生産開始に伴い，弓長嶺富鉱の採掘が開　　　斌その使用は大弧山貧鉱露天掘直後からのよう

始されている。富鉱の場合の採掘は概ね坑道掘り　　　である。以上前掲『廿年誌』26・30・37頁，前掲
（5）

であるため，露天掘りに比して採掘原価が高価に　　　　『綱要』15～17頁及び「座談会記録1・皿」。技

っくのは当然であるが（後掲第7表の「人件費」　　　　術的に詳しくは，採鉱部「発破教範（第1），液

等の「作業費」の相違に注意），弓長嶺富鉱の場　　　体酸素爆薬の部」（『鞍山鉄鋼会誌』第59号，1936

合は採掘量・原価とも38年頃までは比較的順調で　　　年4月）及び久留島秀三郎『空気の液化とその利
（6）

ある。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　用』相模書房，1950年。

（1）前掲r廿年誌』29頁。最後の眼前山の採掘権の　　　（4）前掲拙著，271頁。

獲得年月は不詳だが，最初の5鉱区は1916～17年　　　（5＞その採鉱法は，王家墜子の場合下向階段掘りで
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第1図　　選鉱工場作業工程・設備概要図

主　要　設　備 工　　　　　　程 備　　　　考

赤鉄鉱
原鉱（大孤山貧鉱） 400mm以下

Fe平均38％
↓

ジョークラッシャー

ﾆ山式還元炉（焙焼炉）

〔破　砕〕　　　　↓

k焙焼還元〕　　　　↓

100mm以下

還　　元　　鉱
磁鉄鉱

ジョークラッシャー

↓

串呈：llζ完ツシャー

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　↓↑↓　　　1徽儲）復式分級機

脇鱗機　　　　〔分粒（分級）〕囎篇孟）
@　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　↓

O・・ダー嚇力選鉱機
@　〔磁力選鉱〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　↓

N鞭鵬．ド。。シ。一　〔洗醐党水〕
脱水槽 ↓

精　　　　　鉱
Fe目標59％

　ドアー・シックナー（濃集機）

E・ g甥膨一匡圃
@　　　　　　　　　　　函　ドワイトロイド式焼結機事ルルギー式ドワイトロイド型

　　　　　　　↓

@　　〔濃集・樋〕

r一一一↓
@　　〔焼　結〕

Fe目標60％

焼結機 ↓

焼　　結　　鉱
Fe　55％

（出典）　『昭和製鋼所綱要』27～46頁， 『昭和製鋼所廿年誌』65～79頁より作成。

（注）癖印　第2選鉱工場，榊印　第3選鉱工場建設に際して増設・改築がなされたもの。
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あるが，貧鉱山にほぼ垂直に走っている富鉱帯の　　石灰を混入して焼結機により焼き固められて焼結

みを言わば「抜き掘り」し，弓長嶺富鉱の場合は　　鉱となり，ここに初めて高炉装入可能な人為富鉱
（1）

シュリンケイジ式であった（前掲『廿年誌』42～　　が製造される。

43頁及び「座談会記録H」，とくに石橋良造氏の　　　上記の選鉱工場の工程自体は第1選鉱工場の建

発言）。　　　　　　　　　　　　　　　　　　設（1926年）以降基本的には変化がない。しかし，

（6）ここで石灰石について補足しておく。鞍山製鉄　　銑鉄増産に伴い選鉱工場も生産能力の増大が計ら

所は当初火連塞の石灰石を使用していたが，これ　　れるとともに，種々の改善が行われた。即ち，第

は珪酸分高かったため（鞍山鉄鉱が高珪酸質なので　　1選鉱工場建設当初の焼結鉱年産公称能力は40万

石灰石は珪酸極少が望ましい），1932年以降甘井　　トン（日産1100トン）であったが，実際の生産高

子（大連付近）の石灰石を使用した。これは元来　　はその7割以下に留まっており，第3高炉建設と

は新義州製鋼所計画に際して確保されたものであ　　ともに選鉱諸設備の増補工事が行われた（30年8

り，鞍山からは遠いが品位良好（珪酸分少ない）　　月完成）。その結果翌31年度に初めて公称能力に

なため鞍山製鉄所用として使用された（前掲『廿　　近い38万6千トン余を生産し得た（もっともその

年誌』58～59頁，前掲『綱要』19～20頁，「座談　　後不況により生産減少，40万トンを超えたのは34

会記録H」）。　　　　　　　　　　　　　　　年，第2表参照）。他方，ボールミルの運転事故

防止，焼結機の漏風減少，通風強化等の改善措置

2　選鉱工場の工程（焙焼・選鉱・焼結）と作業　　も実施された。さらに銑鋼一貫計画とともに年産

実績　　　　　　　　　　　　　　　　　　　26万トンの第2選鉱工場が建設された（35年7月

前述のごとく鞍山製鉄所は「還元焙焼法」（「磁　　作業開始）。第2選鉱工場の機械的諸設備は第1
（2）

化焙焼法」）という貧鉱処理法の工業化を実現し　　工場に比してかなり改善された。

たことにより，彪大な貧鉱の利用が可能となった。　　これらの改善措置にもかかわらず，品位良好の

したがって，その貧鉱処理が実施される選鉱工場　　精鉱は必ずしも十分には得られなかった。その根

の工程（焙焼・選鉱・焼結）は，同所の生産工程　　本原因は鞍山鉄鉱の鉱粒が極めて微細（概ね200

全体のうち最も基礎的なものである。その工程の　　メッシュー0．074mm以下）だったことによる。第1

概要・主要設備は以下の通りである（第1図参照）。　選鉱工場は粉砕度150メッシュを目標としたが実

まず原鉱の貧鉱（殆ど大弧山貧鉱，鉄分平均38％，　現せず，第2工場では150メッシュまで粉砕し得，

大きさ400mm以下）が砕鉱機で100mm以下に破砕さ　　精鉱の品位も第1工場より優れていたが，鉄分60％

れた後還元炉（焙焼炉）に装入され，加熱還元作用　　の精鉱を所定量製造し得なかった。そこで，第2

により磁化焙焼が行われる。この焙焼工程で非常　　期増産計画に伴う第3選鉱工場（年産40万トン）

に硬い原鉱の赤鉄鉱（Fe203）が磁鉄鉱（Fe304）　　建設に際しては，この改善が企図された。種々の

に変化するとともに，水封・急冷されて破砕しや　　試験の結果，マグネティックサンドワッシャー（磁

すくなる。その還元鉱を選鉱工程では再び砕鉱機　　石鉱粉洗浄器，磁力脱水四分器，磁力淘汰槽）を

により25mm以下に破砕した上でボールミル及びチ　　採用して磁力選鉱機と組み合わせれば，200メッシ

ユーブミルにより150メッシユ（約0．lmm）以下に　　ユに粉砕した貧鉱から60％品位の精鉱が得られ

粉砕する。その間，分級機（クラシファイヤー〉　　た。そして，米国式の強力な分級機を購入し，上

により分粒され，150メッシュ以下の粉鉱のみが磁　　記の磁選方式の組合せ及び新式脱水機を備えた第

力選鉱機にかけられ，含鉄分高い精鉱と尾鉱（大　　3工場の作業開始（37年7月）により，初めて鉄
（3）

部分爽雑物）とに分別される。精鉱は洗浄槽（淘　　分60％の精鉱が製造可能となったのである。

汰槽）で洗浄され，さらに水分が除去される。焼　　　選鉱工場の作業成績は1933年頃までは必ずしも
（4）

結工程では水分が除去された精鉱に石炭粉及び生　　捗々しくなく，前述のごとく焼結鉱生産高は34年
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第2表　　コークス・焼結鉱・銑鉄生産高及び原価の推移

単位｛舗iτ地猜臓戦齢宝入）

コ　ー　　ク　ス 焼　　結　　鉱 鉄　　　　　鉄

生産高 原　　価 生産高 原　　価 生産高 原　　価

1930（昭和5） 319 10．7 316 3．9 288 28．4

31（ク6） 310 8．9 386 4．1 269 24．3

32（〃7） 306 9．1 375 4．5 300 26．2

33（〃8） 307 10．2 348 6．2 312 27．6

34（〃9） （350） （9．5） （400） （5．3） （340） （29．4）

357 10．3 412 5．4 347 28．9

35（〃10） （470） （11．9） （660） （5．4） （460） （24。9）

480 11．5 501 6．4 472 25．5

36（〃11） （520） （11．3） （660） （5．6） （470） （25．9）

540 11．6 589 6．4 492 24．6

37（康徳4） （708） （13．2） （910） （6．6） （680） （30．1）

718 13．8 718 8．1 677 32．7

38（〃5） （1，080） （14。4）（16．7） （1，060） （7．6）（8．5） （1，040） （31．3）（37．5）

876 17．5　20．2 746 8．2　10．4 713 40．0　48．6

39（〃6） （1，762） （19．8）（26．1） （1，075） （10。0）（10．4） （1，440） （46．4）（69．9）

1，140 22．9　32．9 580 13．0　18．7 878 55．3　71．4

40（〃7） （650） （30．7） （420） （13．7） （500） （65．5）

上半期 597 35．6 370 14．2 482 70．0

出典）1933年までは（昭和製鋼所）業務課「業務管理資料」（一橋大学所蔵「水津資料」B－1－P），

34年以降は「主要製品生産高並工場原価趨勢表」（「水津資料」A－1－3）。

注）　（）内は予算（予定）。38・39年度原価欄左側は上期，右側は下期。

第3表　　焼　結　鉱　品　位
単位：％ 結鉱中の鉄分はほぼ同率であり，有害な珪酸分が

原鉱石 焼　結　鉱　品　位 減少し，有効な石灰分が増加した。生産高も第2・

鉄　　分 鉄　　分 硅酸分 石灰分 第3工場建設に伴い増大傾向にあるが（第2表），
1927（昭和2） 38．85 53．88 22．26 1．26 第3工場建設後の生産高は能力に比して大分劣る。
28 38．34 54．55 21．81 1．06

29 36．56 54．07 21．95
1．01　　　　とくに38年以降は予定高を大幅に下回り，他方，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）

30 39．12 55．07 20．52 1．04　　　　原価は同年下期以降予算に比して大幅に上回る。
31 38．21 54．96 19．77 L73　　　　これは選鉱工場自体が銑鉄大増産計画に対応し切
32 38．52 54．72 20．60 1．52　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6）

33 38．12 54．77 20．95
1．53　　　　れなかった面もなしとはしないが，生産高が予定

34 38．71 54．52 20．70 L64　　　高を大幅に下回ったのは，むしろ後述のごとく，
35 37．94 53．52 20．78 1’78 @　　原料炭・コークス問題がネックとなって高炉が十
36 36．71 54．04 19．25 2．19

37 36．57 54．43 18．15 2．39
全な能力を発揮し難くなったことが主因であった。

出典）　『昭和製鋼所廿年誌』83頁。
なお，37年の原価内訳を見ると（後掲第8表），

他工場と比べると「原料費」の構戒は小さく，　「補

に初めて公称能力40万トンを超えたがその品位　　修費」「発熱費・電力費」等の「作業費」の構成

の改善は第2・第3選鉱工場の建設を画期として　　が大きく，37年に既に増大傾向にあったことが注

いる。即ち第3表に見るごとく，焼結鉱の品位と　　目される。つまり，原鉱石等は低廉であったにも

原鉱成分との関係は35年から37年にかけて改善が　　かかわらず，前述のごとき多段階の工程を必要と

顕著であり，原鉱品位の低下にもかかわらず，焼　　し，ボールミル等の諸設備の補修費が嵩むため，
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飛躍的増産の要請のもとでは「作業費」の増大を　　3　コークス製造一コークス炉と原料炭

もたらし，その結果焼結鉱原価全体を上昇させた　　　満鉄・鞍山製鉄所は，創業当初よりコークス用

ものと推察される。　　　　　　　　　　　　　基本原料炭としては自社の撫順炭を使用した。撫

（1）詳しくは梅根常三郎「鞍山鉄鉱の利用と選鉱設　　順炭の特長は灰分が極少なこと（重あるが・他面・

@備」　（前掲『綱要』所収）。　　　　　　　　　　　撫順炭のみでは粘結力不足のため，強粘結炭の本

（2）破砕機としてロールクラッシャーをも採用して　　渓湖炭（大倉財閥支配の本渓湖煤鉄公司所有）を

6mmに破砕した上でボールミルに給鉱したこと，　　配合した。コークス炉は当初コッパース式4基

ボール及びチューブミルの改善，伝導装置の簡略　　（1基40窯計160窯）であった。その後第5基とし

化，強大なルルギー式焼結機を採用したことなど　　て深水式コークス炉（鞍山独自の考案）を建設し

である（前掲r廿年誌』62～67頁）。なお前掲第　　たが成績不良のため作業中止し（1930年），他方

1図参照。　　　　　　　　　　　　　　　　　で第3高炉建設に伴い第6基（コツパース式50窯）

（3）詳しくは前掲『廿年誌』68～69頁。　　　　　　　を建設するとともに（30年2月作業開始）・第（野）基

（4）業務課「業務管理資料」1934年9月（一橋大学　　もコッパース式に改良した（33年2月作業開始）。

所蔵「水津利輔氏旧蔵資料」，以下「水津資料」　　コッパース式炉ではスタンプチャージ方式（掲固

と略，B－1－9－1）は，26年から33年までの　　式一装入炭を前もってスタンプし窯の側面から装

選鉱工場の作業成績について「生産設備能率・製　　入する方式）を採用していた。撫順炭と本渓湖炭

品品質・歩留…率等ノ発達力割合二捗々シカラサル　　との配合割合は5：5，7：3などの試行錯誤を
（3）

コト」と指摘している。　　　　　　　　　　　経て1924年頃には8：2に定着した。

（5）もっとも既に36年度からこうした関係が萌芽的　　　昭和製鋼所の銑鋼＝貫計画に基づく新コークス

に発生している。昭和製鋼所r昭和11年度事業概　　炉建設に際しては当時欧州で評判の高かったオッ

要説明書』によれば，焼結鉱増産にもかかわらず，　　トー式コークス炉を採用し（ドイツ・オットー社

生産高・品位が予定を下回り原価が予定を上回っ　　に特許料・図面料を支払・購入），第7基目のコ

たのは，第1工場の設備事故，ガス不足，原鉱石　　一クス炉として建設した（36窯，1933年9月着工，

不良等（それらに伴う選鉱能率低下，原料費増加，　35年1月作業開始）。その後同炉を36～39年と増

補修費膨張）によるもので，第2工場は順調であっ　　設したのでオットー式炉は合計12炉団（1炉団36
（4）

たという。　　　　　　　　　　　　　　　　窯）432窯となった。オットー式炉ではトップチャ

（6）選鉱工場改良・増設後も種々の難点が存在した。　一ジ方式（炉上装入方式一スタンプせず直ちに炉

粉砕・選鉱された鉱石も珪酸分が高く，選鉱能率　　上の装入口より装入）を採用したため極めて能率
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）
�bﾟ精鉱の品位を向上させるためには微粉砕せ　　が良かった。しかし他面，後者の方式では前者に

ねばならず，微粉が多くなると焼結が困難になる　　比して粘結力が落ちるので，本渓湖炭の配合割合

こと，淘汰槽のアテンダンスが容易でなかったこ　　は前者の場合の20％に対して30％を要した。

と（バルブによる給水調整が悪いと尾鉱の方に精　　　オットー式炉は副産物回収蓄熱式のコークス炉

鉱が流れる），ボールミル等の消耗が激しく補修　　として当時最新式のものであった。同炉の最も重

費が嵩むこと，焼結鉱も焼けむらが多かったこと　　要な特長は，複式（コークスガス・高炉ガスいず

などである。こうした困難を解決するため後に団　　れも使用可能）のため副産物回収後の余剰コーク

鉱工場も建設された（1939年）。団鉱（粉鉱を煉　　スガスを熱経済の見地から主に製鋼作業に供し，

瓦型に焼き固めたもの）の場合は品位は向上する　　それに代えて高炉ガス（コークスガスに比べて発

が，彪大な手間とスペースを要する（「座談会記　　熱量は約％ないし％だが発生量は非常に多い）を
（6）

録1・H」，とくにHの浜田武士氏の発言）。　　使用し得たことである。しかもオットー式炉の場

合，炉本体に加え付帯設備が優れていたため（例



30　　　　　　　　　　　　　　茨城大学政経学会雑誌　　第50号

えばレバーシングウインチー高炉ガスとコークス　　るがこの頃はコッパース式の場合8：2，オッ

ガスを切り替える装置），複式であっても操業が　　トー式の場合7：3と明確に使用割合を区分して
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8＞�墲ﾉ容易であり（ガスや温度の調節など），ヒ　　いたという。

一ト（ヲ）ンサンプションが少なく熱効率が良かった　　　なお本渓湖炭は撫順炭に比して灰分が多い（注

という。とくに高炉ガスの使用も可能であり，熱　　1参照）。しかし本渓湖炭の使用割合の若干の増
効率が非常に良かったことは，後述の「熱管理」と　　加はさほどコークス灰分の増加に直接連なってい　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（9）も関連して重要なことである。　　　　　　　　　ない。言うまでもなく，高炉操業にはコークス灰

実際のコークス生産高並びに原価は第2表の通　　分が少ないことが極めて重要な条件である。原料

りである。全体として36・37年までは良好な成績　　炭の確保が十分な間は，撫順炭と本渓湖炭との配

を挙げている。とくに生産高の増加は予定高を上　　合割合を上記のごとく区分して品位良好なコーク

回っており・原価は35年を除き予算をやや上回っ　　スを製造し得たのであるが38年以降高炉能力急

ている魁37年まではさほどの上昇を見ていない。　増に伴うコークス大増産の要請のもとでは，従来

なおコークス原価の大部分はi撫順炭・本渓湖炭の　　のごとく品位良好な撫順炭（とくに龍鳳炭）と本

原料費である（後掲第8表参照）。また，第4表　　渓湖炭を必要量だけ確保することは到底困難とな

に見るごとく，歩留りも37年までは60％前後と安　　る。北票炭・密山炭・中興炭と炭種が拡大するに

定している。原料炭の使用も37年までは殆ど撫順　　伴い，灰分が急増するとともに歩留も悪化し（第

炭と本渓湖炭だけである。その配合割合は，表中　　4表），実生産高も38年以降予定高を大幅に下回

に示していない24～29年はほぼ8：2であったが　　り，原価も高騰する（第2表）。38年以降のこう

30～34年（コッパース式のみのi操業期間）は本渓　　した原料炭・コークス問題が高炉操業上の最大の

湖炭の使用割合が2割を大分超えている。この理　　問題となっていくのである。

由は定かでないが何らかの原因で生じた撫順炭　　　（1）撫順炭は西から東に行くにしたがい揮発分が漸

の粘結力不足（とくに龍鳳炭の出炭減）を本渓湖　　　　減する。東端の龍鳳炭は揮発分が少なく粘結度が

炭の増加により補ったものと推察される。オット　　　　出るので（弱粘結炭），製鉄用原料炭として使用

一式炉の操業が開始された35～37年は撫順炭と本　　　可能であった。その龍鳳炭と強粘結炭の本渓湖炭

渓湖炭の使用割合は平均するとほぼ7．5：2．5であ　　　　とを配合すれば品質優良なコークスを製造し得

第4表　　装入炭量配合割合、灰分、歩留

装入炭量
配　　　合　　　割　　　合　　　（％） 灰　　　　分　（％）

（千トン） 撫　　順 本渓湖 北　　票 密山その他
歩　　留　　（％）

原料炭 コークス

1930（昭和5） 558 74．6 25．4
｝ 一 57．1 9．10 11．39

31（〃6） 514 74．1 25．9
一 一 60．3 8．64 11．41

32（〃7） 504 71．6 28．4
一 一 60．6 9．02 13．01

33（〃8） 522 70．8 29．2
一 一 58．8 8．69 13．69

34（〃9） 594 70．9 29．0 0．1
0．0（1）

60．1 9．70 12．70

35（〃10） 790 75．8 24．2
一 一 60．8 8．72 13．77

36（〃11） 909 76．5 23．5
一 一 59．4 9．04 13．04

37（康徳4） 1，189 73．35 26．65
一 一 60．3 9．87 15．94

38（〃5） 1，527 61．1 23．2 15．6
一 57．4 12．58 21．15

lll甥　上期 1，979

P，007

45．3

R5．0

18．7

P5．4

24．6

Q8．7

　（2）11．4

@（3）20．9

57．6

s詳

15．22

s詳

（上期）

Q1．66
P9．77

出典）　（昭和製綱所）銑鉄部庶務係「創業以来実績表」＜「水津資料」A－1－3）

注）1）原資料では0．62となっているが同年上期は使用され尤下期0．04であるので年度計は0．02の誤りと解される。

2）内訳：密山2．0鉱中興3．8竃通化L6馬炸子0．03鶴岡0．0刷開平2．8竃杉松閥0．1q井脛0．83鶴西0．01。

3）内訳：密山6．0街中興4．6◎通化2．00，鶴岡0．1島開平5．7乳杉松闇0．05，井脛2．29。
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た。龍鳳炭の灰分は極めて低く（採掘直後でも12　　　　（「座談会記録H」）。

～13％），洗炭も容易であった（洗炭後は8％前　　　（7）（8）「座談会記録H」。

後）。他方，本渓湖炭の灰分はやや多く「洗粉」　　　⑨　やや後の数値と思われるが，原料炭の配合割合

で16％前後である（前掲『廿年誌』179～181頁，　　　を上記のごとく順守した場合は，コークス灰分は

「座談会記録H」，とくに小池元二氏の発言。た　　　　コッパース式で13．16，オットー式で13．25と，後

だし事実誤認の部分は補正。以下コークスに関す　　　　者が若干増加したに過ぎない（前掲『廿年誌』

る「座談会記録H」は同氏の発言による）。　　　　　　179頁。なお，昭和製鋼所『作業統計』康徳6＝

（2）小池元二「オットー式骸炭炉の乾燥及び作業状　　　　1939年度をも参照）。

況に就て」　（『鞍山鉄鋼会雑誌』第55号，1935年

10月），星原実「骸炭製造設備と作業の糊生」（前　　4　高炉操業の特性と製銑実績

掲『綱要』所収）。　　　　　　　　　　　　　　言うまでもなく，鞍山製鉄所の主要な生産工程

（3）前掲『廿年誌』174～177頁，銑鉄部「創業以来実績　　は製銑（銑鉄製造）工程である。前述のごとく，

表」（「水津資料」A－1－3），「座談会記録H」。　　貧鉱処理法の工業化実現に伴う高炉2基同時操業・

（4）以上，前掲r廿年誌』185頁，前掲小池「オットー　　第3高炉建設，さらには第4高炉建設を画期とし

式骸炭炉の乾燥及び作業状況に就て」，燃料協会　　て銑鉄生産は増大した（第5表参照）。質的な作

r日本のコークス炉変遷史』1962年，「座談会記　　業成績の面で重要な意味を持つコークス比並びに

録H」。　　　　　　　　　　　　　　　　　銑鉄中の珪素比率も次第に低下した（第6表参

（5）スタンプチャージの場合は掲固作業に17～20分　　照）。とくに貧鉱処理法工業化実現（1926年）と

を要し，装入及び押出しの両作業に約30分を費や　　第3高炉完成（30年）とを画期として低下してい

すため，1時間当りのコークス窯出しは2本12ト　ることが注目される。以後33～35年と質的改善も

ン未満であるのに対し，トップチャージの場合は　　進展するが，その過程は容易なものではなかった。

6本60トン以上のコークスを製造し得た（前掲『廿　　とくに原料条件に規定される高炉操業上の独特な

年誌』190頁）。後者の場合，1時間に約8本（8　　工夫と高炉自体の改良とを要したのである。

炉）製造できたとも言う（「座談会記録H」）。　　　即ち，まず鉄鉱石は貧鉱処理後の焼結鉱を主原

（6）前掲『廿年誌』187頁。オットー式炉の導入は満　　料とし，天然富鉱（王家堅子，弓長嶺等）を一部

州．日本国内を通じて昭和製鋼所が最初である。　　配合するが，ともに珪酸分が多く塩基度が少ない

鞍山でオット＿式炉導入当時，日本のコークス炉　　ため，石灰石の使用量を高め，鉱津量も増加し・

及び付帯設備は極めて幼稚であったが，オットー　　燃料費の上昇を余儀なくされる。主原料の焼結鉱

式炉が刺激になり，その後急速に進歩した。とく　　は溶解容易という利点があるが，微細な精鉱を焼

に当時日本のコークス炉では高炉ガスは使えなか　　結したものであるため，焼け方に不同が多く，脆

った。もっとも日鉄式（大野式）炉が高炉ガスを　　弱で微粉が多く高炉内の上昇ガスの流通を阻害し

も使用した日本で最初のコークス炉と言われてい　　がちであった。コークスは灰分が低いという利点

る眠これは高炉ガスが辛うじて使えたという程　　があるが，粘結性にやや劣る撫順炭を主体とする

度であって，ヒートコンサンプションも多く，i操　　ので組織が軟弱で炉内の荷重に耐え難いという弱

業し難くトラブルも多かった。スムースに高炉ガ　　点を有していた。鞍山製鉄所の高炉操業は・これ

スを使えるようになったのは鞍山が初めてである。　らの欠点を最小限としつつ最高能率を発揮させる

また，鞍山でオットー式炉採用後はヘァーピン式　　必要があった。炉況変調（懸滞，通風不良等）の

（ガスの燃焼経路がヘァーピン型）が普及した。　　際には焼結鉱を富鉱と切り替えて復旧を早めると

ヘアーピン式は日本の黒田式炉が最初とされてい　　いうこともあったが，弓長嶺鉱石は硬度微密な磁

るがそれ以前にドイツで採用されていたという　鉄鉱のため「生降り」が生じ易く大量使用は却っ
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第5表　　高　炉　別　出　銑　高
単位　千トン（千トン未満四捨五入）

第1 第2 第3 第4 第5 第6 第7 第8 合　　計

1926（大正15） 98 69 165
27（昭和2） 103 100 203

28（〃3） 108 117 224

29（〃4） 94 110 6 210

30（〃5） 一
115 174 288

31（〃6） 一 108 161 269

32（〃7） 109 57 134 300

33（〃8） 133
一 180 312

34（〃9） 142 26 179 347
35（〃10） 140 150 182 472
36（〃11） 144 158 190 492
37（康徳4） 136 157 188 196 677

38（〃5） 87 129 157 183 91 43 2 19 713

39（〃6） 一 106
一 145 153 153 156 165 878

出典）昭和製鋼所『作業統計』康徳6年度（1939年度）

第6表　　高炉作業成績諸指標

平均日産 出銑高 銑鉄中 原料炭比率　　　コークス比率

出銑高（トン） 能　力（％） 硅素比率（％） （製造銑鉄1トン当り）

1926（大正15） 452 89．9 2．44 2．08 1．16

27（昭和2） 556 92．6 2．07 1．89 1．12

28（〃3） 615 102．5 2．13 1．85 1．12

29（〃4） 577 94．3 2．21 2．15 1．23

30（〃5） 790 98．8 1．98 2．08 1．11

31（〃6） 736 92．2 2．27 2．02 LO5
32（〃7） 823 96．8 2．11 1．76 1．10

33（〃8） 855 100．6 2．08 1．70 1．01

34（ク9） 950 100．8 2．04 糊1：§杢 1．02

35（〃10） 1，289 103．1 1．81 1．84 1．01

36（〃11） 1，347 107．7 1．97 繍｝：器 1．06

37（康徳4） 1，915 103．7 2．02 1．86 1．06

38（ク5） 1，954 80．0 不詳 2．28 1．21

39（〃6） 2，399 63．1 不詳 2．45 1．28

出典）硅素含有率は『昭和製鋼所廿年誌』103頁。他はすべて前掲（昭和製鋼所）銑鉄部庶務係「創業以来

実績表」。

注）　原資料の原料炭比率は1934年は2．725，36年は2242となっている。しかし，これは原資料の月別，

半期別の数値から明らかな誤りと判断されるので，ここでは採用しない。

て能率を低下させた（弓長嶺富鉱は主として製鋼　　ヤフト下部並びに「朝顔」の構造強化，そして，

に使用される）。　　　　　　　　　　　　　　とくに羽口の改善）。これらはいずれも珪酸分高

また，高炉は吹き下ろし・改造の度に炉容が拡　　い鞍山鉄鉱の利用に伴う事故に対処するものであ
大されただけでなく，構造そのものが装入原料に　　り，とくに焼結鉱使用に対応する改善措置であっ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　噺

見合った形に改善が加えられていった。その概要　　た。第3高炉は当初「大能力主義」により純然た

のみを言えば第1及び第2高炉は当初純然たる　　る米国式（設計・i操業方法とも）を採用した結果，

ドイツ式であったカ㍉漸次米国型及び鞍山の考案　　炉底煉瓦の破損頻発し，32年7月i操業開始後2年
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）ｪ採用されて折衷式となった（炉底，炉頂及びシ　　4ヶ月で改築を余儀なくされた。
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くは浅輪三郎「銑鉄製造設備と操業の特牲概況」　　とである。鉱石合併法とは予備精錬炉と平炉（鉱

（前掲『綱要』所収），同「昭和製鋼所の高炉設備及　　石法による）とを併用する製鋼法である。この方

作業に就て」　（『鞍山鉄鋼会誌』第64号，1937年　　法の利点は，予備精錬炉を使用することにより（そ

9月）。鞍山の高炉操業の困難は気候条件（気温　　の分だけ時間を要するが）銑鉄中の珪素分等の不

・湿度変化等）や労働者の作業能率（技術的に幼　　純物が除去され，塩基性平炉i操業の際の屑鉄の消

稚な「満州人農民」を使役）によるところも大で　　費割合が極小（10％程度で可能）とされるととも
（1）

あった（『廿年誌』91頁）。　　　　　　　　　　に，品位良好な鋼が得られることである。

（2）「副産物販売益」は1935年には銑鉄トン当り0．69　　この鉱石合併法は，鞍山製鉄所の原料条件に適

円であったが，36年1．18円，37年3．00円，38年下期　　合的な方法であるとともに，　「製鉄国策」に沿っ

4．03円と増加し，それだけ「銑鉄総原価」の低下　　たものであった。即ち，高珪酸品質の鞍山鉄鉱を

をもたらした（昭和製鋼所『製鉄事業報告書』昭　　原料とする鞍山銑鉄は珪素分が高くなりがちであ

和10年度，同『事業概要説明書』昭和11年度，昭　　り，製鋼にとって予備精錬が不可欠であったのだ

和製鋼所経理部主計課「自康徳4年度至康徳7　　が，同時に輸入屑鉄（主としてアメリカ屑鉄）に

年度銑鉄原価調」康徳6（1939）年12月（「水津　　依存しないで可能な製鋼法として採用されたので

資料」C一皿一1－4）。　　　　　　　　　　　ある。

（3）前掲『廿年誌』109頁。　　　　　　　　　　　　実際の工程は，まず銑鉄が混銑炉を経て予備精

（4）昭和製鋼所r事業概要説明書』昭和11年度。た　　錬炉（300トン炉2基，37年7月1基増設）に装入

だ，生産高が前年度及び予定を上回ったこと，原　　され（小量の鉄鉱石，石灰石なども装入），珪素
価（24．59円）も前年度より減少し得たことは前掲　　・マンガン・燐などの不純な酸化物が石灰と化合　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）

第2表と同様であるが，「予算」に対しては若干　　し鉱津となって除去される（1回の精錬時間は約

の「昂騰」　（0．90円）と指摘し，その原因をコー　　6時間）。次いで予備精錬炉で精錬された溶銑（半

クス比上昇（コークス灰分増加，高炉安全操業に　　銑）が，予め鉄鉱石・屑鉄・石灰等が装入・加熱
基因），焼結鉱原価高及び品位不良，コークス原　　された平炉（傾注式100トン平炉4基，37年7月同　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）

価及び製鋼計画付帯償却費増に求めている。これ　　150トン炉2基増設）に装入され，製鋼される（1

らはいずれも予定（「予算」）に比してのことであ　　回の製鋼時間は8～9時間）。製鋼過程で装入さ

るが，38年以降全面的に問題となることが既に萌　　れる鉄鉱石としては主として弓長嶺の富鉱が使用

芽的に生じていることに注目しておきたい。　　　された。鋼塊（良塊）トン当り原料使用量中の実

（5）昭和製鋼所『製鉄事業報告書』康徳4（1937）　　際の屑鉄使用割合は10～14％（銑鉄58～62％，鉄
（4＞

年度。銑鉄の主な販売先は日本であり，鉄価高騰の　　鉱石17～21％）であった（1936～39年実績）。こ

もとで販売単価は57円強であった（後掲第9表）。　れは自家発生屑に余裕があったためである。昭和

運賃等の販売諸掛が不明のためトン当り利益は不　　製鋼所は，この鉱石合併法採用の結果，製鋼用屑
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）
ﾚだが，先の工場原価（第2表，第7表及び注2参　　鉄は全て自家発生屑のみで賄えたのである。

照）との差は相当大きい。　　　　　　　　　　　昭和製鋼所の製品鋼材の品質も優れていた。と

（6）37年を100とすると38年は270（「公称能力殖当　　くに使用原料が銅分が極小であったため，粗鋼・
資産」は130）。「昭和製鋼所銑鉄醜当資産趨勢表」　鋼材の銅分が極僅少値であり，靭性に富んでいた　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6）

1941年（「水津資料」C－1－3－6）。　　　　　ことが特徴的である。

実際の作業実績も製鋼・圧延作業は極めて良好

5　製鋼・圧延作業の特徴と「熱管理」　　　　　　であった。1935年の作業開始直後に「早クモ鋼質
昭和製鋼所の製鋼作業において何よりも特徴的　　優良ナリトノ定評ヲ得」て国内製鋼業者より半製　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7）

なのは，鉱石合併法という製鋼法が採用されたこ　　品の注文が殺到した。翌36年には本格的生産に入
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り，増産・能率向上の結果，製品原価も各製品と 需卜　3・ぜ

も前年度より低減し，　「予算」に比しても鋼片・　　　22
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第9表主要製品販売数量・価額・単価（1937年度）　　　高炉ガスを精洗浄したのち中央ボイラー，オット

数　　　量

@　（千トン）

価　　　額

@　　（千円）

　　　　　　　　一式コークス炉及び熱風炉に送り，コークスガス

P，円舞。）　と飴し・混合ガスとして製鋼工場に配給し，他

方，コークスガスは選鉱工場に配給されるととも
銑　　　　鉄 212 12，273 57．77

に，上記混合ガスとして製鋼工場方面に送られる
内（日本向） （134） （7，642） （57．09）

というものである。この計画実現にとって重要な
（地売） （68） （3，885） （57ユ4）

@　　　　　前提条件はガス源泉のコークス工場の改善であっ

鋼　　　　片 200 33，870 16％7　　　た。即ち，前述のごとく新コークス炉（第7基）

内（日本向） （161） （28，577） （177．60）　　建設に当っては，高炉ガスの利用も可能な複式炉

（地売） （39） （5，247） （355．62）　　で熱効率も良いオットー式炉が採用・建設された。

同炉建設直後には破損事故も生じたが，オットー
軌　　　　条 73 8，406 194．92

社より派遣された技師のもとで修理された後コー
内（地売） （690） （8，003） （115．23）

クスガスの円滑な配給が可能となった。この熱管

管材及び大形 24 4，542 194．88　　　理計画は，製鋼・圧延工場建設当初からガス管配

内（地売） （23） （4，539） （194．92）　　備・管理センターによる計測（需給バランス・カ

ロリー計算）等の用意周到な準備を経て，銑鋼一
小形鋼材 76 10，794 142．40

貫作業開始とともに実施に移された。これにより
内（地売） （56） （8，138） （145．03）

昭和製鋼所は工場全般の燃料を高炉ガス及びコー
（社用） （19） （2，624） （134．80）

クスガスの余剰エネルギーをもって賄うことが可
（11）

線材（地売） 5 972 194．94　　　能となったのである。

（1）塩基性平炉操業の場合，炉床（強塩基性のマグ
ス　ケ　ルプ 2 300 194．23

ネシヤ煉瓦製）保護の上から装入銑鉄は珪素分が
内（地売） （1） （254） （195．07）

少ないことが要求されるとともに，珪素分の少な

黒　　　板 13 2，739 208・29　　　　　い屑鉄を多量に必要とする。当時日本国内の大部

内（地売） （10） （2，014） （204・87）　　　　分で採用されていた屑鉄製鋼法の場合には屑鉄使

（海外） （2） （538） （229・63）　　　　用割合は5～7割（銑鉄・屑鉄市況いかんで異な

亜鉛鍍板 29 7，442

内（地売） （28） （7，143）

鉱石合併法を採用）。

軌条継目板 3 354 125・07　　　　（2）予備精錬過程での成分変化の主なものは（1937

内（地売） （3） （338） （123・12）　　　　年実績），珪素1．78→0．02，マンガン→0．20，燐

屑　　　　鉄 13 1，156
g2．14　　　　　0．20→0．08である（前掲『廿年誌』142頁）。なお・，

内（地売） （11） （963） （85．66）　　　　同書133頁には作業一例として，より顕著な成分減

少例が示されている。

鋼　材　計 236 36，704 155．65
@　　　　　　（3）当時海外では200トン以上の傾注式炉（タルポ

内（地売） （207） （32，365） （156．52）　　　　　　　　　ット炉）が出現していたが，日本国内では八幡製

（社　用） （24） （3，369） （139．90）　　　　　　　　鉄所の100トン炉が最高であった。なお伺式炉の

注）カッコ内は各品自の主な仕向地のみを表示した。

@単価（価額／数量）は，数量・価額を四捨五入する前の
場合，固定式に比して低炭素鋼の製造も比較的容

数値を元に算出されたもの。　　　　　　　　　　　　　易であり，また作業も容易であった（前掲『廿年

出典）昭和製鋼所『製鉄事業報告書』康徳4年度（1937年度）。　　　誌』135・143・148頁）。
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（4）昭和製鋼所『作業統計』康徳6年度（1939年度）　　　飛躍的な向上が見られた（『廿年誌』168～169頁）。

より算出。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1①　「出鋼量対装入鉄」99～100％，「良塊対装入鉄」

（5）以上，前掲r廿年誌』132～148頁及び「座談会　　　　96～97％，「良塊対出鋼量」96％（前掲『作業統

記録1」。詳しくは久保田省三「昭和製鋼所製鋼　　　　計』）。

法の選定について」　（『鞍山鉄鋼会誌』第56号，　　　（11）前掲『廿年誌』234～235頁，福井真「熱管理施

1935年10月）。それによれば，採用した製鋼法の　　　　設」　（前掲『綱要』）及び「座談会記録1」。こ

正式名称は「予備精錬炉と回転式平炉との合併銑　　　　の「熱管理」は当時の最新技術のため，昭和製鋼

鉄鉱石法」である。　　　　　　　　　　　　　　　　所は，福井真（初代熱管理所長）をドイッに派遣

（6）銅分は製鋼過程で除去され難く，銅分が多いと　　　　・技術修得に当らせた。計器類などは全部ジーメ

鋼材を脆くする。永らく八幡製鉄所の主原料であ　　　　ンス製を購入した。熱管理の実施は東洋で最初の

った中国大冶鉱石は銅分が多いのが欠点であり，　　　　試みであり（八幡製鉄所よりも先行），操業に際

アメリカのスクラップを使用しても銅分が多く入　　　　してはドイツ人技師の指導を受けた。当時八幡に

るという弱点を免れ得ない。昭和製鋼所の場合，　　　　おいては，薄板工場や戸畑工場加熱炉の燃料とし

これら銅分の多い原料を使用せず，本渓湖炭が低　　　　ては既に混合ガスを使用していたが，部分的使用

燐，低硫であったことも作用し，さらに鉱石合併　　　に留まっており，総合的なシステムとして混合ガ

法により製鋼過程で珪素分等の不純物を除去し得　　　　スを使用したのは鞍山が初めてという（「座談会

たので，製品の鞍山鋼材は低銅・低燐・低硫とし　　　　記録1」）。

て優れていた。実際，シートバーを日本で薄板製

造用として使用した場合，良く伸び，製造し易か@　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　四　戦時の経営と原料条件一結びに代ったと言う（「座談会記録1」。各種鋼材の成分　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　えて一については前掲『廿年誌』148頁）。

（7）昭和製鋼所『製鉄事業報告書』昭和10年度。　　　　以上の検討結果から明らかなごとく，昭和製鋼

（8）昭和製鋼所『事業概要説明書』昭和11年度。鋼　　所は戦時増産計画のもとで，とくに1938年下期以

塊原価が「予算」を上回ったのは「特別償却」と　　降，様々な問題を露呈していた。しかし，経営状

銑鉄単価の「増加」（この点は前節注4記載のこ　　態（損益動向・財務状態）を見る限り，この間の

とく前掲第2表と異なる）によるものであり，薄　　状況も比較的良好である。即ち，昭和製鋼所の損

板については熟練職工不足によるもので下半期に　　益の推移は第10表に見るごとく，順調に利益を増

は全能力を発揮し得た（同書）。　　　　　　　大させており，利益率（対払込資本金年率）も上

（9）　「線材及びスケルプ」と薄板の原価が他品種に　　昇している（とくに36年以降）。35年以降は積立

比して高いのは工程が複雑で熟練を要するためで　　金（法定積立金並びに特別積立金）の計上と株主

ある（第7表の「作業費」の高さに注意，うち前　　配当を実施し得た（配当率は35年3％，36・37年

者は「人件費」・「補修費」が高く，後者は「人件　　6％，38年上期以降7％）。もっとも総損金の内

費」・「ロール費」が高い）。当時の薄板製造技術　　訳を見ると（本表には記載を省略），利子支払

は人力に依存するところ大であり，高度の熟練を　　（「利息支出」）が社債発行に伴って増大してい

要した。とくに折畳み・剥離i作業の繰返しを必要　　る。しかし，収入（「総益金」）増大傾向のもと

としたからである。作業開始当初は八幡製鉄所等　　では全体として経営を圧迫する程のものとはなっ

から百名内外の熟練工の「割愛」を受けたが，ま　　ていなかったものと判断される。他方，諸設備建

もなく職工の指導・訓練（とくに「満人」熟練工の　　設に伴って当然ながら「設備資産」・「建設勘定」

訓練）により技術修得がなされ，諸設備改善と相侯　　が増大し，総資産額も一貫して増大している。し

って，昭和製鋼所の薄板製造は2年間程のうちに　　かし，当該期間に資本金払込・増資が行われたの



38　　　　　　　　　　　　　　茨城大学政経学会雑誌　　第50号

ま 翻 88免σし

　　　　　で，固定資産額（「設備資産」及び「建設勘定」〉

B謡　　　は払込資本金の枠内に概ね収まっている。当該期
裾 く

N　　N ゆ十＾
粗 総蔽　　　問の資金調達は社債発行によっても行われたが，
罵 笹 彩　1

沸

巡翠 8888888ggq免晩卜：σ≧

X圏圏圏爲ぎ～霧

£2　　　前述のごとく，他方で積立金の計上・増大もあっ
違掾@　　て，財務状態は悪化していない。ただ39年になる

果臣十）圧申

巡

省慧埠 8888889晩晩晩晩晩目N①雪自2

釦e　　　に増大），資金調達のあり方が萌芽的に問題にな如群「＿　　　　りっっあったQ

“週掛 皿
曾語鴬 o　　o　o　　o　o　　o

ｶま～98零ま
@　FTFτひ∫面

瞳r　　　格が一貫して上昇傾向にあったからである。日中議鶉言繍計　　　戦争勃発以降の鉄鋼統制価格も，何よりも鉄鋼材」車㍉陛　　　の量的確保が優先されたために相次いで引き上げ

く騒遡
鯛 o　o　o　o　o　o　o　o　o 昏㍊　　　られていった。むしろ最大の間題は，戦時鉄鋼増
益 888888888U。∫。∫面656お6

轟蛋　　　産計画力㍉当該企業の生産技術や原料条件を十分
り゜°°°°°°° _旨黛8 議』

嶽
寒

帯

製蚕諸蝦 霧き自お8δ鵠＄蕊翰笹思①笹9喩、慌

O繋頃　旨圏一自爲

e遡　　　は，昭和製鋼所の製鋼・圧延部門が比較的良好で隔畑匝選　　　あったのに対し（製銑部門肥大化の裏面として相2県溢窺e　　　対的困難小），第3・4期増産計画による高炉完

軸艦
遡 ζ丼8霧δ＄沼等お

賦粁　　　成（1938年下期）直後に製銑工程及び原料供給部

罧

巡逡縦 璽喚蒐触㌧触9思吟ﾐ爲さお苺誌～竃8ま　　　　　　　一　　F司　　F→

Ψ　　。
?﨟@　　門に一挙に問題が露呈してきたことに明らかであ鯛如駆細　　　ろう。

趣「

郵

隔遡巡鎚

＄等紹鵠蕊專ζ曾圏喩軌蒐翰吟喚9思見

W8扁写δ舘易圏お蟹一咽　▼－1　一　　響一引　一　　N　　N　　Oう　oつ

・理　　　　高炉の急激な肥大化（700トン炉4基一挙完成）舶遡紺甚　　　に伴い，高炉操業自体の困難も増大したが，何よ繋」楚2　　　りも重大な障害は原料供給部門が対応できなかっ

巡 烏・灸
皿・遡無

粕

灘繍
ﾊ，蕊耗 oう　ト　oり　o　◎○　ト　Φ　o　ト

[NN① ﾒ胃自自①

悩滋　　　たことにある。種々検討してきた結果から明らか
??@　　なごとく，鞍山製鉄所の製銑作業は独特な原料資．糖楚睾　　　源条件に規定されるところ大であった。

●

H←） 。e‡粕駆）駆

駆

鶏罵 2爲斜蓉8等鵠8專ト触鮫悪見再吐燈、

@N一卜曽卜゜°Φo
顯

輻 回も母　　　量としても停滞・減少する状況のもとで，29年以
龍 コ縫鵠

誕

翻駆纏 ζ誌鵠曾ζ器8紹霧穆9、鐙晩鰻蒐9瓢

ｺ旨斜嵩設丼等舘沼

～築）　　　降富鉱残量少なく休山となっていた東西鞍山・桜
ｳ響暴　　　桃園等の鞍山一帯の鉄鉱採掘が今度は貧鉱を中心

溢聡㍊暴聾

罧
翻粗鯉 專8鈷爲嵩器おζ認競蒐鴨帆阪吐免燈見

X謡苺專詔羽羽お田

聯た・　　　（露天掘の効率化による相対的低廉さ）の減少を
ﾚ蒙　揃ことは不可能であり（量贋．価格面で），』廿楚溢蕊2　　　弓長嶺富鉱の供給減も相侯って42年以降は龍姻等

騒①任
引ドー・『卜 譲灸遡　　　　「北支」鉄鉱石の購入・依存率拡大を余儀なくさ

儒〇一綜

蕊8書ヨ守盒　6
屡母畑〔　　　　　　　（1）
囑ｶ逡　　　　れていく。＿曾鰹嫁＿　　　　　大弧山貧鉱の採掘減は当然のことながら焼結鉱温側　　　　　　　の減少・質的低下に連なる。選鉱工場の操業は独
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特な工夫のもとに行われており，大幅増産要請と　　材の量的確保が至上命題の戦時経済のもとでは鉄

供給原鉱低下（量質とも）のもとでは種々の難点　　鋼原価の上昇に対応して相次ぎ鉄鋼統制価格を引

（三の2の注6参照）が露呈し，品位良好な精鉱　　き上げて行く（年1回の予定が半年毎，3ヶ月毎

・焼結鉱（鉄分大・珪酸分小・焼けむら小など）　　と）。昭和製鋼所にとって日満商事を通ずる鉄鋼

霞灘習能となり・故障続出し・補修騨耀鞠鵡畿幕欝瀦

鉄鉱採掘・焼結鉱製造より逸早く深刻な形で表　　題は補助金散布等により鉄鋼企業に利潤保証しつ

れたのは原料炭・コークス問題であった。即ち，　　つ統制価格を運用した結果として円系通貨のイン
1938年下期の高炉能力肥大化直後から従来のごと　　フレ促進要因となり，結局は戦時経済そのものの　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6）

き撫順炭（とくに龍鳳炭）と本渓湖炭を必要量確　　破綻をもたらす要素となったことである。しかし，

保・配合することは困難となり（前者の老朽化，　　昭和製鋼所の作業実績の検討結果から明らかなご
．　　　　　・　　　　　●　　　　　・　　　　　・　　　　　…　　　　　　　　　　　　　　　　●　　　　　■　　　　　●

後者の本渓湖自身の銑鉄増産のもとで鞍山への配　　とく，1938・39年頃迄の同所にとっての最大の問
・　　　　●

給減少），原料炭需要急増のもとではまず何より　　題は鉄鋼価格上の問題ではなく，原料資源条件を

も量的確保が第一義的になり，一挙に炭種が拡大　　無視した増産強行策にあった。こうした事態のも

し，灰分急増・歩留悪化・生産減・原価高騰が顕　　とでは，同所の第5期及び第6期増産計画（「満

在化し（前掲第2表・第4表），高炉操業上の最　　州産業開発五ヶ年計画」の「修正計画」と対応し
　　　　　　（3）
蛯ﾌ問題となる。しかも，満州炭鉱（満炭）によ　　て樹立，39年5月認可）の縮小改訂から事実上の

（7）

る石炭開発・増産は早くも38年から行き詰まり，　　中止に至る過程は，「欧州大戦」の勃発（39年9

とりわけ北票・密山の粘結炭増産が進捗しなかっ　　月）に伴う諸困難が加わったにせよ，言わば必然で
ｽ．前述のごとく，昭和製鋼所は満業傘下1・入っ　あったと言え謬。

て以降自家経営炭を欠いたため「原料炭配給改善　　（1）以上，前掲『廿年誌』38・42頁，前掲『作業統

二関シテハ全量外部依存ノ関係二在リテ当社自力　　　計』康徳6年度，　（満州製鉄株式会社）東京事務

二依リ解決シ難iキ状態」にあり，石炭増産の課題　　　　所「最近六ヶ年間二於ケル鉄鉱石出鉱実績」1944

は特殊会社満炭に委ねられていたが（満炭から日　　　年（推定）（「水津資料」B－1－15－5），前掲

満商事を通じて購入），満業と満炭，満業と日満　　　　松本俊郎「満州鉄鋼業と日本の総力戦体制（1）」。

商事との関係が不円滑であったことも作用して，　　（2）「座談会記録1・H」。なお，満州製鉄（1944年

昭和製鋼所にとって満州内粘結炭の「増配」は殆　　　　4月設立）時代に新方式の選鉱工場が大弧山に建

ど期待薄となり，39年以降中興炭・開灘炭（開平　　　設されたが，ほぼ完成の頃終戦となる（前掲『鉄

炭）・井脛炭・正豊炭等の「北支」強粘結炭への　　　都鞍山の回顧』35頁）。

依存度を強めて行く。「資源自給圏」の拡大（「日　　（3）　「前期期央ヨリ漸次深刻化シ来レル石炭供給不

満支ブロック化」）は満州鉄鋼業にとっても必至　　　足並其ノ品質低下ノ事実ハ本期二入ルモ些モ改善

となっていた。にもかかわらず，昭和製鋼所の石　　　セラレス却テ益其ノ度ヲ増シ，為二生産作業ハ著

炭確保は輸送問題もネックとなり「依然配給好転　　　　シク制限ヲ蒙リ銑鉄其ノ他各種製品共所期ノ生産

セス」，休止中の第1及び第3高炉の「火入ハ当　　　　ヲ遂ケ得サリシ」　（昭和製鋼所『営業報告書』康

分望ミ薄」という状況であり，　「減産ノ真因ハ全　　　徳6（1939）年上期）。
（4）

ク石炭ノ質的量的配給不円滑」にあった。　　　　　　（4）昭和製鋼所『事業概況付録』康徳7（1940）年

以上のごとく，原料炭不足・品位低下・価格高　　　　8月。前掲松本俊郎「満州鉄鋼業と日本の総力戦

騰を始めとする原料資源条件の悪化により昭和製　　　　体制（1）」。日本鉄鋼史編纂会『日本鉄鋼史』

鋼所の高炉操業は決定的障害に陥る。原料価格の　　　　（稿本）第5巻第6分冊，1953年。黒松巌「満州

高騰は銑鉄・鋼材原価の上昇をもたらすが，鉄鋼　　　　鉄鋼業の発達」　（満州建国大学『研究期報』第3
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輯，1942年）。樋口林三「満州製鉄業の経営的記録」　　　　どの点で注目される。鞍山のルッペ製造の技術的

（r福岡大学研究所報』第2号，1958年7月）。　　　　困難は回転炉の煉瓦が落ち易かったことにある

コークス用原料炭として本渓湖炭は最良であり，　　　　（炉壁煉瓦にドイツの場合の石英変岩と異なり純

開藻炭も優れていたがやや劣り，密山炭・中興炭　　　　粋な珪石煉瓦を使用したため）。製品は硫黄分が

は大分品位が落ち，北票炭は単昧では良いが配合　　　　高く製鋼原料の品位としては不十分なものであっ

用としては「相性」が悪かったという。1939・40年　　　　たが，アメリカのスクラップが入手不可能な情勢

頃にはもはや運賃コストは問題とせず，何とかコ　　　　のもとで，大部分は日本国内に送られ平炉・電気

一クス製造可能なものであれば全て確保・使用す　　　　炉に屑鉄代用品として使用され，鉄鉱原料逼迫の

るという状況であり，したがって，コークス品位　　　　もとでは一部高炉にも装入された。前掲『廿年誌』

の低下は必然であった（「座談会記録皿」）。　　　　　86～87頁及び「座談会記録1」　（とくに原田静夫

なお，本稿においては労務関係については割愛し　　　　氏の発言）。

たが，1938～40年にかけて「技術員及び熟練労働者　　　　〔付記〕1982年4月10・29両日の「座談会」出席者

益々払底」となり，とくに「満人労働者」は移動　　　　は以下の通り（敬称略：括弧内に表示した満鉄ま

頗る頻繁で，新規募集困難のみならず，労働力低　　　　たは昭和製鋼所入社年順）。第1回：福永源夫

下のため所要労働力の保持至難となり，労賃昂騰　　　　　（1928年），原一貞（33年），古河精華（34年），

と相俊って事業経営上「憂慮スヘキ状態」となっ　　　　重住克巳（34年），多田徳治（35年），原田静夫

た（前掲r事業概況付録』康徳7年8月，「座談　　　　　（35年），菊池敏治（37年），政川友治（40年），

会記録1」）。　　　　　　　　　　　　　　　　　　渡辺慎介（40年），隅谷三喜男（41年）。第2回

（5）前掲r日本鉄鋼史』第5巻第6分冊。　　　　　　　　：小池元二（29年），浜田武士（29年），石橋良造

（6）前掲松本俊郎「満州鉄鋼業と日本の総力戦体制　　　　　（31年），原一貞（33年），政川友治（40年）。

（1）」。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第1回目の司会の労を取って戴きました隅谷三喜

（7）前掲松本俊郎「満州五ヶ年計画期の鉄鋼増産計　　　　男東京女子大学学長，2回にわたり幹事役を努め

画」。1940年には「金融閉塞」状態となり資金計　　　　て戴きました政川友治日興産業相談役を始め，貴

画も困難になる（年度当初は増資2500万円・社債　　　　重な体験談と資料を提供戴きました出席者の皆様

7500万円を予定したが，実際には社債3000万円の　　　　に深甚の謝意を表します。と同時に，当方の種々

み）。これを借入金増加によって補うもその穴を　　　　の事情により本来の国連大学プロジェクトに活か

埋め切れず，昭和製鋼所の増産計画は資金計画の　　　　せませんでしたことを「座談会」出席者の皆様並

面からも破綻する（以上，前掲『事業概況付録』　　　　びにアジア経済研究所・同プロジェクト受託チー

康徳7年8月，前掲大竹慎一「鉄鋼増産計画と企　　　　ム林武・多田博一両氏にお詫び申し上げます。ま

業金融」）。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　た，飯田賢一東京工業大学教授には本来のプロジ

（8）なお，昭和製鋼所の製品のうちユニークなもの　　　　エクトから本稿作成に至る過程で多大な御助言を

としてルッペ（粒鉄）がある。これは第4期増産　　　　戴き，「水津資料」の利用に際しましては一橋大

計画に基づくもので，昭和製鋼所はドイツのクル　　　　学経済研究所日本経済統計文献センターの御協力

ップ・レン法の技術導入により（1937年クルップ　　　　を得ました。なお，筆者は1983年8月「日中産業

社より特許購入）レン炉4基を建設した（うち2　　　　技術発展史技術交流訪中団」　（団長山崎俊雄阪南

基は39年12月操業を開始）。この方法は，粉貧鉱，　　　　大学教授）の一員として鞍山鋼鉄公司を訪れる機会

粉石灰及び粉コークスを原料として一挙にルッペ　　　　を得た。その際の印象については「撫順・鞍山・本

を得るというもので，言わば廃物の有効利用であ　　　　渓見学記」（日中科学技術文化センター『中国産業

ること，高珪酸鉄鉱でも比較的有利に処理される　　　　動向』10号，Vol．3　Nα621，1983年10月）を御参照戴け

こと，製品が屑鉄代用品として使用されることな　　　　れば幸いです。


